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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　インクの吐出に用いられるエネルギーを発生する吐出エネルギー発生素子が設けられた
基体上に、溶解可能な樹脂によってインク流路パターンを形成する工程と、
　常温にて固形状のエポキシ樹脂を含む被覆樹脂を溶媒に溶解し、これを前記インク流路
パターンの上にソルベントコートすることによって、前記インク流路パターンの上にイン
ク流路壁となる被覆樹脂層を形成する工程と、
　前記被覆樹脂層に、インク吐出口を形成する工程と、
　前記インク流路パターンを除去する工程と、
　を有するインクジェット記録ヘッドの製造方法において、
　前記被覆樹脂層を形成するためのソルベントコート後に、前記被覆樹脂層を減圧下に保
持する工程を含むことを特徴とするインクジェット記録ヘッドの製造方法。
【請求項２】
　前記減圧は３０ｃｍＨｇ以下であることを特徴とする請求項１に記載のインクジェット
記録ヘッドの製造方法。
【請求項３】
　前記減圧は５０℃以下の温度であることを特徴とする請求項１または２に記載のインク
ジェット記録ヘッドの製造方法。
【請求項４】
　前記インク流路パターンを形成する前記溶解可能な樹脂は、電離放射線分解型であり、
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ポリメチルイソプロペニルケトンを含むことを特徴とする請求項１から３のいずれかに記
載のインクジェット記録ヘッドの製造方法。
【請求項５】
　前記被覆樹脂を溶解させる溶媒がキシレンを含むことを特徴とする請求項１から４のい
ずれかに記載のインクジェット記録ヘッドの製造方法。
【請求項６】
　前記被覆樹脂を溶解させる溶媒が２－エトキシエタノールを含むことを特徴とする請求
項１から５のいずれかに記載のインクジェット記録ヘッドの製造方法。
【請求項７】
　前記吐出エネルギー発生素子は、熱エネルギーを発生する電気熱変換素子であることを
特徴とする請求項１から６のいずれかに記載のインクジェット記録ヘッドの製造方法。
【請求項８】
　請求項１から７のいずれかに記載の方法によって製造されたことを特徴とするインクジ
ェット記録ヘッド。
【請求項９】
　インクジェット記録ヘッドを用いて、被記録媒体に画像を記録可能なインクジェット記
録装置において、
　前記インクジェット記録ヘッドとして、請求項１から７のいずれかに記載の方法によっ
て製造されたインクジェット記録ヘッドを用いることを特徴とするインクジェット記録装
置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、微小インク滴を吐出可能なインクジェット記録ヘッドの製造方法、その方法に
よって製造されてインクジェット記録ヘッド、およびその方法によって製造されたインク
ジェット記録ヘッドを用いるインクジェット記録装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、インクジェット記録技術に用いられるインクジェット記録ヘッドの製造方法に
関しては、様々な方法が提案されている。本出願人は、先に、特許文献１において、高品
位な画像を得るために最適なインクジェット記録ヘッドの製造方法を提案した。この特許
文献１には、次のようなインク吐出方法に最適なインクジェット記録ヘッドの製造方法が
記載されている。すなわち、そのインク吐出方法は、特許文献２、特許文献３、および特
許文献４に記載のインク吐出圧力発生素子（吐出エネルギー発生素子）としての電気熱変
換素子に、記録情報に対応して駆動信号を印加し、その電気熱変換素子に、インクに核沸
騰を越える急激な温度上昇を与える熱エネルギーを発生させることによって、インク内に
気泡を形成させ、その気泡を外気と連通させてインク液滴を吐出させる方法である。具体
的に、特許文献１には、溶解可能なインク流路パターン上に、エポキシ樹脂を含む被覆樹
脂層を形成する方法が開示されている。
【０００３】
また、特許文献２、特許文献３、および特許文献４に記載のインク吐出方法においては、
電気熱変換素子とオリフィス（インク吐出口の形成面）との間の距離（以下、「ＯＨ」距
離という）がインクの吐出体積を決定する主要因となるため、そのＯＨ距離を設計値に対
して正確に、また再現性よく設定することが重要となる。本出願人が先に提案した特許文
献１は、具体例として、溶解可能な樹脂によって形成されたインク流路パターン上に、エ
ポキシ樹脂を含む被覆樹脂層を形成する際に、その被覆樹脂を塗布溶媒に濃度３０～７０
ｗｔ％で溶解して、それをソルベントコートする方法が開示されている。
【０００４】
【特許文献１】
特開平６－２８６１４９号公報
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【０００５】
【特許文献２】
特開平４－１０９４０号公報
【０００６】
【特許文献３】
特開平４－１０９４１号公報
【０００７】
【特許文献４】
特開平４－１０９４２号公報
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
本発明者による詳細な検討によれば、溶解可能な樹脂によって形成されたインク流路パタ
ーン上に、エポキシ樹脂を含む被覆樹脂層を形成する際に、まれに、インク流路パターン
と被覆樹脂層との間に極薄い相溶層が発生し、それが最終工程にてゴミとなって、結果的
に不良品発生の事態をおこすことが確認された。
【０００９】
また、レジストを積層する場合において、レジスト間の相溶を防止するための方法として
は、例えば、特開平５－１７２８５公報に、上層レジストを蒸着重合法によって形成する
ことが開示されている。しかしながら、インクジェット記録ヘッドにおいては、被覆樹脂
層としておおよそ５μｍ以上の膜厚が必要なこと、またインク流路パターン上にカバレジ
よく平坦に成膜することが要求されることから、蒸着法の適応は困難である。
【００１０】
一方、近年では、インクジェット記録においても銀塩写真に匹敵するような高画質化が求
められており、そのためには、およそ１０ピコリットル以下のインク滴を再現性よく吐出
させることが必要となり、前述したＯＨ距離の設定精度を含むノズル構造の一層の高精度
化が必要となりつつある。
【００１１】
本発明の目的は、インクジェット記録ヘッドの製造上の歩留まりを改善し、さらに被覆樹
脂層の表面の平坦度を向上させて、インク吐出量のバラツキをきわめて小さい範囲に抑え
ることができるインクジェット記録ヘッドの製造方法、インクジェット記録ヘッド、およ
びインクジェット記録装置を提供することにある。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　本発明のインクジェット記録ヘッドの製造方法は、インクの吐出に用いられるエネルギ
ーを発生する吐出エネルギー発生素子が設けられた基体上に、溶解可能な樹脂によってイ
ンク流路パターンを形成する工程と、常温にて固形状のエポキシ樹脂を含む被覆樹脂を溶
媒に溶解し、これを前記インク流路パターンの上にソルベントコートすることによって、
前記インク流路パターンの上にインク流路壁となる被覆樹脂層を形成する工程と、前記被
覆樹脂層に、インク吐出口を形成する工程と、前記インク流路パターンを除去する工程と
、を有するインクジェット記録ヘッドの製造方法において、前記被覆樹脂層を形成するた
めのソルベントコート後に、前記被覆樹脂層を減圧下に保持する工程を含むことを特徴と
する。
【００１３】
本発明のインクジェット記録ヘッドは、上記の方法によって製造されたことを特徴とする
。
【００１４】
本発明のインクジェット記録装置は、インクジェット記録ヘッドを用いて、被記録媒体に
画像を記録可能なインクジェット記録装置において、前記インクジェット記録ヘッドとし
て、上記の方法によって製造されたインクジェット記録ヘッドを用いることを特徴とする
。
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【００１５】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００１６】
（第１の実施形態）
図１は、インク吐出圧力発生素子（吐出エネルギー発生素子）としての電気熱変換素子２
が複数配置されたシリコン基板１の斜視図である。電気熱変換素子２には、その素子２を
動作させるために、図示しない電極およびＩＣ回路が接続される。
【００１７】
図２から図６は、図１のシリコン基板１を用いてのインクジェット記録ヘッドの製造手順
の説明図である。これらの図において、（ａ）は図１のＡ―Ａ線に沿う断面図であり、（
ｂ）は図１のＢ－Ｂ線に沿う断面図である。
【００１８】
まず、図２（ａ）および（ｂ）のように、基板１上に、溶解可能な樹脂層によってインク
流路パターン３を形成する。そのインク流路パターンを形成する材料としては、ポジ型レ
ジストを好適に用いることができる。そのポジ型レジストとしては、後述する被覆樹脂層
をソルベントコートする際に溶解しない特性が要求されるため、分子量１００００以上の
電離放射線分解型の高分子化合物によって構成されるレジストが最適である。具体的には
、ポリメチルメタクリレート、ポリメチルイソプロペニルケトン等が挙げられる。
【００１９】
次に、エポキシ樹脂を含む被覆樹脂を溶媒に溶解し、スピンコート等のソルベントコート
法によって、それを溶解可能なインク流路パターン３上に塗布して、図３（ａ）および（
ｂ）のような被覆樹脂層４を形成する。
【００２０】
通常、スピンコート等のソルベントコート法では、塗布後の加熱処理（およそ７０℃～１
２０℃程度）により、塗布溶媒を乾燥させて成膜する。すなわち、塗布終了時点の塗布溶
媒がかなり残存している状態において、溶媒乾燥のための加熱処理をする。そのため、イ
ンク流路パターンと被覆樹脂層４との層間に、極薄い相溶層が形成される場合がある。本
発明者の検討によれば、この相溶層が後処理工程にてゴミとして残り、結果的には、イン
クジェット記録ヘッドの製造歩留まりを低下させる一因となっていることが判明した。
【００２１】
本発明者は、溶解可能なインク流路パターン３上に被覆樹脂層４を形成する際に、溶解さ
れた被覆樹脂の塗布終了後、その加熱処理前に、基板１を減圧状態に保持して塗布溶媒の
大部分を除去し、その後に加熱処理して成膜することによって、上記相溶層の発生が完全
に抑えられることを見出した。そこで、図３（ａ）および（ｂ）における被覆樹脂層４の
形成時に、このような減圧による塗布溶媒の除去を実施した。その減圧状態は、用いられ
る塗布溶媒の蒸気圧によって適宜設定することができる。その減圧状態は、おおよそ５０
ｃｍＨｇ以下に設定することが必要であり、３０ｃｍＨｇ以下に設定することが好ましい
。また、そのような減圧状態下における基板１の温度は、５０℃以下に設定することが好
ましい。すなわち、溶媒の乾燥の観点からは、減圧状態時でも温度が高い方が好ましいが
、相溶層の形成防止の観点からは、５０℃以下の温度が最適である。
【００２２】
塗布溶媒としては、エポキシ樹脂等を完全に溶解し、かつインク流路パターン３を溶解し
ない特性が必要であると同時に、成膜する被覆樹脂層４の膜厚等によって適宜選定される
。具体的には、メチルイソブチルケトン、２エトキシエタノール、エチルセルソルブアセ
テート、ジグライム、トルエン、キシレン等が挙げられる。
【００２３】
被覆樹脂層４を形成した後は、図４（ａ）および（ｂ）のように、その被覆樹脂層４に吐
出口５を形成する。その吐出口５の形成方法としては、例えば、被覆樹脂層４に感光性を
もたせて、通常のフォトリソグラフィー技術により露光（光硬化）して現像することによ
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って形成する方法、あるいは、被覆樹脂層４を加熱硬化させて、エキシマレーザもしくは
酸素プラズマによってエッチングして形成する方法などを採ることができる。
【００２４】
次に、図５（ａ）、（ｂ）のように、基板１に対して、その裏面から異方性エッチングを
施して、インク供給口６を形成する。インク供給口６は、予め、機械的な加工によって基
板１に形成しておいてもよい。
【００２５】
最後に、図６（ａ）、（ｂ）のように、インク流路パターン３を溶解させて、ノズルを完
成させる。それから、図示しない電気的な接続およびインク供給部材との接続によって、
インクジェット記録ヘッドが完成される。
【００２６】
以下、本発明の第１の実施形態における具体的な実施例について説明する。
【００２７】
（第１の実施形態の実施例１）
本実施例では、前述した図１から図６に示される手順にしたがって、インクジェット記録
ヘッドを製作した。まず、シリコン基板１上に、図１に示すような形態で、３０μｍ角の
電気熱変換素子（窒化タンタル　ＴａＮ）２を２列配した。電気熱変換素子２は２５６ノ
ズル分配置され、その配備形態は、３００ＤＰＩのピッチで２列、かつ千鳥状に配されて
おり、記録ヘッドとして６００ＤＰＩの２５６ノズルが形成できるようになっている。な
お、基板１は、シリコン基板用素材に２００チップ分配列される。
【００２８】
次に、図２（ａ）および（ｂ）のような溶解可能な樹脂によってインク流路パターン３を
形成するために、ポジ型レジストＯＤＵＲ１０１０（東京応化工業社製　ポリメチルイソ
プロペニルケトン）をスピンコートにより塗布し、成膜した。その後、キャノン製マスク
アライナーＰＬＡ６２０（ｄｅｅｐ　ＵＶ対応）により、マスクを介してパターン露光（
露光時間３分）を行い、それから現像処理を行ってインク流路パターン３を形成した。
【００２９】
次に、図３（ａ）、（ｂ）のような被覆樹脂層４を形成するために、下表１の被覆樹脂組
成物を、塗布溶媒としての２－エトキシエタノールに５０ｗｔ％の濃度で溶解し、それを
スピンコートによりインク流路パターン３上に塗布した。その塗布は、被覆樹脂層４が１
２μｍとなるように、スピン回転数を調整しながら行う。その回転塗布の終了後、５ｃｍ
Ｈｇの減圧下において、４０℃の温度で３分間保持してから、最後に常圧下にて９０℃の
温度で３分間ベークして、塗布溶媒の乾燥を行った。
【００３０】
【表１】

【００３１】
次に、図４（ａ）および（ｂ）のように吐出口５を形成する。本例の場合、被覆樹脂層４
は、光カチオン重合開始剤を含み、ネガ型の感光特性が付与されているため、フォトリソ
グラフィーによって吐出口５を形成する。すなわち、キャノン製マスクアライナーＭＰＡ
６００を用い、マスクを介してパターン露光（露光時間５０秒）を行い、次いで９０℃の
温度で４分間加熱処理を行った後に、現像処置を施して吐出口５を形成した。吐出口５の
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径は、φ２０μｍに形成した。
【００３２】
次に、シリコン基板１の裏面から、マスクを介してシリコンの異方性エッチングを行い、
図５（ａ）および（ｂ）のようなインク供給口６を形成した。
【００３３】
次に、現工程において残存しているインク流路パターン３を全面露光により分解した後、
図６（ａ）および（ｂ）のように、それを乳酸メチルによって除去した。
【００３４】
その後、被覆樹脂層４を完全に硬化させるために、２００℃の温度で１時間の加熱処理を
してから、電気的接続およびインク供給部材を配置して、インクジェット記録ヘッドを完
成させた。
【００３５】
このように製作された本実施例の記録ヘッドの比較対象として、被覆樹脂層４の回転塗布
の終了後に、それを減圧下に保持せずに、常圧下において９０℃の温度で３分間ベークし
て、塗布溶媒の乾燥を行ったサンプルを作成した。そのサンプルに対する処理において、
被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下での保持がない以外は、上述した実施例の記録ヘ
ッドに対する処理と同様である。
【００３６】
本実施例の記録ヘッド、つまり被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下において保持され
た記録ヘッドの場合、所定パターンの画像を記録する記録検査の結果、歩留まりは９５％
であった。不良の５％について解析を行ったところ、顕微鏡観察では、ゴミ等は検出され
ず原因は特定できなかった。
【００３７】
一方、比較対象としてのサンプル、つまり被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下に保持
しなかった記録ヘッドの場合、本実施例の記録ヘッドと同様の記録検査の結果、歩留まり
は８１％であった。不良の１９％について解析を行ったところ、顕微鏡観察においては、
薄膜状のゴミによる不良が１３％、ゴミ等は検出されずに原因が特定できなかったものが
６％であった。その薄膜状のゴミは、インク流路パターン３と被覆樹脂層４の相溶物と考
えられる。
【００３８】
（第１の実施形態の実施例２）
本実施例では、２４μｍ角の電気熱変換素子２を２列配した。その電気熱変換素子２は３
００ノズル分配置され、その配備形態は、６００ＤＰＩのピッチで２列、かつ千鳥状に配
されており、記録ヘッドとして１２００ＤＰＩの３００ノズルが形成できるようになって
いる。なお、基板１は、シリコン基板用素材に２５０チップ分配列される。
【００３９】
このような基板１を用いて、前述した実施例１と同様の方法によって記録ヘッドを作成し
た。ただし、塗布溶媒としてキシレンを用い、前述した表１の被覆樹脂組成物を４５ｗｔ
％の濃度で溶解して、スピンコートにより、インク流路パターン３上に塗布した。その塗
布は、被覆樹脂層４が１２μｍとなるように、スピン回転数を調整しながら行う。その回
転塗布の終了後、１０ｃｍＨｇの減圧下において、４０℃の温度で３分間保持してから、
最後に常圧下にて９０℃の温度で３分間ベークして、塗布溶媒の乾燥を行った。なお、吐
出口５の径は、φ１５μｍとした。
【００４０】
このように製作された本実施例の記録ヘッドの比較対象として、被覆樹脂層４の回転塗布
の終了後に、減圧下に保持せずに、常圧下において９０℃の温度で３分間ベークして、塗
布溶媒の乾燥を行ったサンプルを作成した。
【００４１】
本実施例の記録ヘッド、つまり被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下において保持され
た記録ヘッドの場合、所定パターンの画像を記録する記録検査の結果、歩留まりは９３％
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であった。不良の７％について解析を行ったところ、顕微鏡観察では、２％の記録ヘッド
に糸状のゴミ等が検出され、残りの記録ヘッドに関してはゴミ等が検出されず原因は特定
できなかった。その糸状のゴミは、組立て工程中に混入したと思われるゴミであり、前述
した実施例１の比較例としてのサンプルにおいて検出された薄膜状のゴミとは明らかに形
態が異なっていた。
【００４２】
一方、比較対象としてのサンプル、つまり被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下に保持
しなかった記録ヘッドの場合、本実施例の記録ヘッドと同様の記録検査の結果、歩留まり
は８５％であった。不良の１５％について解析を行ったところ、顕微鏡観察においては、
薄膜状のゴミによる不良が１０％、ゴミ等は検出されずに原因が特定できなかったものが
５％であった。その薄膜状のゴミは、インク流路パターン３と被覆樹脂層４の相溶物と考
えられる。
【００４３】
（第１の実施形態の実施例３）
本実施例では、前述した実施例１と同様に記録ヘッドを作成した。ただし、塗布溶媒とし
て、メチルイソブチルケトン／ジグライム＝１／１（ｗｔ）を用い、下表２の被覆樹脂組
成物を５０ｗｔ％の濃度で溶解して、スピンコートにより、インク流路パターン３上に塗
布した。その塗布は、被覆樹脂層４が１２μｍとなるように、スピン回転数を調整しなが
ら行う。その回転塗布の終了後、５ｃｍＨｇの減圧下において、４０℃の温度で３分間保
持してから、最後に常圧下にて９０℃の温度で３分間ベークして、塗布溶媒の乾燥を行っ
た。なお、吐出口５の径は、φ２０μｍとした。また、その吐出口５の形成に際しては、
露光時間を６０秒とした。
【００４４】
【表２】

【００４５】
このように製作された本実施例の記録ヘッドの比較対象として、被覆樹脂層４の回転塗布
の終了後に、減圧下に保持せずに、常圧下において９０℃の温度で３分間ベークして、塗
布溶媒の乾燥を行ったサンプルを作成した。
【００４６】
本実施例の記録ヘッド、つまり被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下において保持され
た記録ヘッドの場合、所定パターンの画像を記録する記録検査の結果、歩留まりは８２％
であった。不良の１８％について解析を行ったところ、顕微鏡観察では、薄膜状のゴミ等
は検出されなかった。
【００４７】
一方、比較対象としてのサンプル、つまり被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減圧下に保持
しなかった記録ヘッドの場合、本実施例の記録ヘッドと同様の記録検査の結果、歩留まり
は７５％であった。不良の２５％について解析を行ったところ、顕微鏡観察において、薄
膜状のゴミによる不良が１８％検出された。その薄膜状のゴミは、インク流路パターン３
と被覆樹脂層４の相溶物と考えられる。
【００４８】
以上の実施例１，２，３から明らかなように、塗布溶媒の種類に拘わらず、被覆樹脂層４
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の回転塗布終了後に減圧下に保持した記録ヘッドと、被覆樹脂層４の回転塗布終了後に減
圧下に保持しなかった記録ヘッドの記録検査の結果、インク流路パターン３と被覆樹脂層
４の相溶物と考えられる薄膜状のゴミの出現率に大きな差が生じて、歩留まりに差が生じ
た。
【００４９】
（第２の実施形態）
以下、本発明の第２の実施形態について説明する。
【００５０】
本実施形態は、前述した第１の実施形態と同様に、図１から図６と同様の手順によって記
録ヘッドを製造する。本実施形態は、図３（ａ）および（ｂ）の製造段階、つまり、エポ
キシ樹脂を含む被覆樹脂を溶媒に溶解し、スピンコート等のソルベントコート法によって
、それをインク流路パターン３上に塗布して被覆樹脂層４を形成する製造段階において、
その被覆樹脂層４の膜厚精度の観点から、その塗布溶媒を選定した。
【００５１】
すなわち、まず、インク流路パターン３は、多くの場合１０μｍ以上の膜厚を有するため
、被覆樹脂層４は、少なくとも１０μｍ以上の凹凸を吸収して、その表面がフラットにな
るように形成しなければならない。図３（ａ）および（ｂ）において、電気熱変換素子２
上のインク流路パターン３の膜厚と被覆樹脂層４の膜厚との合計分の距離Ｌは、前述した
ＯＨ距離、つまり電気熱変換素子２とオリフィス（インク吐出口の形成面）との間の距離
となり、前述したように、ノズル毎の特性のばらつきを抑える上において、そのＯＨ距離
を正確に設定することが重要となる。前者のインク流路パターン３の膜厚管理に関しては
、基本的にほぼフラットな基板１上にインク流路パターン３を形成するため、通常のスピ
ンコート法等によって充分な膜厚精度を出すことができる。問題は、後者の被覆樹脂層４
の膜厚管理である。
【００５２】
前述した特開平６－２８６１４９号公報には、溶解可能な樹脂によって形成されたインク
流路パターン３上に、エポキシ樹脂を含む被覆樹脂層４を形成する際に、被覆樹脂を濃度
３０～７０ｗｔ％で塗布溶媒に溶解し、それをソルベントコートによって形成する方法が
記載されている。本発明者による詳細な検討の結果、より高精度に被覆樹脂層４の膜厚を
管理するためには、被覆樹脂の固形分濃度と併せて、塗布溶媒の選定の必要性が判明した
。塗布溶媒の選定に当たっては、考慮しべき事項として、溶解可能な流路パターン３を溶
解、変形させないこと、およびエポキシ樹脂を含む被覆樹脂を必要な固形分濃度まで溶解
させること等、厚膜の精度以外にも考慮するべき事項がある。本発明者の検討によれば、
塗布溶媒として、２－エトキシエタノール（商品名：エチルセルソルブ）が最適であるこ
とが判明した。
【００５３】
以下、本発明の第２の実施形態における具体的な実施例について説明する。
【００５４】
（第２の実施形態の実施例１）
本実施例では、前述した図１から図６に示される手順にしたがって、インクジェット記録
ヘッドを製作した。まず、シリコン基板１上に、図１に示すような形態で、３０μｍ角の
電気熱変換素子（窒化タンタル　ＴａＮ）２を２列配した。電気熱変換素子２は２５６ノ
ズル分配置され、その配備形態は、３００ＤＰＩのピッチで２列、かつ千鳥状に配されて
おり、記録ヘッドとして６００ＤＰＩの２５６ノズルが形成できるようになっている。な
お、基板１は、シリコン基板用素材に２００チップ分配列される。
【００５５】
次に、図２（ａ）および（ｂ）のような溶解可能なインク流路パターン３を形成するため
に、ポジ型レジストＯＤＵＲ１０１０（東京応化工業社製）をスピンコートを用いて塗布
し、成膜した。その後、キャノン製マスクアライナーＰＬＡ６２０（ｄｅｅｐ　ＵＶ対応
）により、マスクを介してパターン露光（露光時間３分）を行い、それから現像処理を行
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ってインク流路パターン３を形成した。そのインク流路パターン３の設計形状は、図７（
図１のＢ―Ｂ′線に沿う断面図に相当）のとおりであり、幅が３３μｍ、、膜厚が１３μ
ｍである。また、電気熱変換素子２の幅は３０μｍ、隣接する電気熱変換素子２の間隔は
８４．５μｍである。
【００５６】
１つの基板（１チップ）１内の１０ノズルのインク流路パターン３の膜厚を１０個の基板
分（１０チップ分）、つまり計１００ノズル分のインク流路パターン３の膜厚を膜厚計（
λエース）によって測定した結果、その膜厚平均が１３．１μｍ（バラツキは、σ＝０．
１μｍ）となり、ほぼ均一な膜厚に形成されていることが確認できた。
【００５７】
次に、図３（ａ）、（ｂ）のような被覆樹脂層４を形成するために、下表３の被覆樹脂組
成物を、塗布溶媒としての２－エトキシエタノールに５０ｗｔ％の濃度で溶解し、それを
スピンコートによりインク流路パターン３上に塗布した。その塗布は、被覆樹脂層４が１
２μｍとなるように、スピン回転数を調整しながら行う。その後、９０℃の温度で３分間
ベークして、塗布溶媒の乾燥を行った。
【００５８】
【表３】

【００５９】
次に、図４（ａ）および（ｂ）のように吐出口５を形成する。本例の場合、被覆樹脂層４
は、光カチオン重合開始剤を含み、ネガ型の感光特性が付与されているため、フォトリソ
グラフィーによって吐出口５を形成する。すなわち、キャノン製マスクアライナーＰＬＡ
６２０を用い、マスクを介してパターン露光（露光時間４秒）を行い、次いで９０℃の温
度で３分間加熱処理を行った後に、現像処置を施して吐出口５を形成した。吐出口５の径
は、φ２０μｍに形成した。
【００６０】
次に、シリコン基板１の裏面から、マスクを介して、シリコンの異方性エッチングを行い
、図５（ａ）および（ｂ）のようなインク供給口６を形成した。次に、現工程において残
存しているインク流路パターンを全面露光により分解した後、図６（ａ）および（ｂ）の
ように、それを乳酸メチルによって除去した。その後、被覆樹脂層４を完全に硬化させる
ために、２００℃の温度で１時間の加熱処理をした。
【００６１】
このようにしてノズル構造を成した後、干渉膜厚計（Zygo new view 200）を用いて、電
気熱変換素子２と吐出口５の形成面との間のＯＨ距離を測定した。そのＯＨ距離の測定個
所は、１つの基板（１チップ）１内の１０ノズルを１０個の基板分（１０チップ分）、つ
まり計１００ノズル分とした。その１００ノズル分のＯＨ距離の平均は、２５．０μｍ（
バラツキは。σ＝０．０４μｍ）であった。
【００６２】
このような本実施例のノズル構造の比較対象として、被覆樹脂の塗布溶媒として、２－エ
トキシエタノールに代えて、前述した特開平６－２８６１４９号公報の実施例１に記載さ
れているメチルイソブチルケトン／キシレン＝１／１（重量部）を用いて、被覆樹脂層４
を形成した。その比較対象のサンプルのＯＨ距離を前述した測定方法により測定した結果
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実施例におけるＯＨ距離の平均値と、その比較対象のサンプルにおけるＯＨ距離の平均値
は、両者共に、ほぼ設計値の２５μｍに形成されてはいるものの、ＯＨ距離のバラツキσ
の値は、後者の比較対象のサンプルに比して、前者の本発明の実施例の場合の方が半分以
下に低減していることが確認できた。
【００６３】
さらに、前者の本発明の実施例におけるノズル構造と、後者の比較対象のサンプルにおけ
るノズル構造のぞれぞれに対して、電気的接続およびインクタンク供給部材を配置して記
録ヘッドを構成して、それらの両者の記録ヘッドからインク滴を吐出した。そして、両者
の記録ヘッドのそれぞれに対して、１つの記録ヘッド当たり１ノズルからのインク滴の吐
出量を１０個の記録ヘッド分測定した結果、前者の本発明の実施例の記録ヘッドにおける
インク滴の吐出量の平均値は８．５ピコリットル、バラツキは±０．３ピコリットルであ
った。一方、後者の比較対象のサンプルにおけるインク滴の吐出量の平均値は８．５ピコ
リットル、バラツキは±０．６ピコリットルであった。これら両者の比較から明らかなよ
うに、本発明の実施例のように塗布溶媒として２－エトキシエタノール（エチルセルソル
ブ）を用いた記録ヘッドは、ＯＨ精度のバラツキの低減を反映して、インク滴の吐出量の
バラツキを小さく抑えることができる。
【００６４】
（第２の実施形態の実施例２）
本実施例では、前述した図１から図６に示される手順にしたがって、インクジェット記録
ヘッドを製作した。まず、シリコン基板１上に、図１に示すような形態で、２４μｍ角の
電気熱変換素子（窒化タンタル　ＴａＮ）２を２列配した。電気熱変換素子２は３００ノ
ズル分配置され、その配備形態は、６００ＤＰＩのピッチで２列、かつ千鳥状に配されて
おり、記録ヘッドとして１２００ＤＰＩの３００ノズルが形成できるようになっている。
なお、基板１は、シリコン基板用素材に２５０チップ分配列される。
【００６５】
次に、上述した実施例１と同様にして、図２（ａ）および（ｂ）のような溶解可能な樹脂
によってインク流路パターン３を形成した。そのインク流路パターン３の設計形状は、図
８（図１のＢ―Ｂ′線に沿う断面図に相当）のとおりであり、幅が３０μｍ、膜厚が１３
μｍである。また、電気熱変換素子２の幅は２４μｍ、隣接する電気熱変換素子２の間隔
は４２．５μｍである。
【００６６】
１つの基板（１チップ）１内の１０ノズルのインク流路パターン３の膜厚を１０個の基板
分（１０チップ分）、つまり計１００ノズル分のインク流路パターン３の膜厚を膜厚計（
λエース）によって測定した結果、その膜厚平均が１３．０μｍ（バラツキは、σ＝０．
１μｍ）となり、ほぼ均一な膜厚に形成されていることが確認できた。
【００６７】
次に、図３（ａ）、（ｂ）のような被覆樹脂層４を形成するために、下表４の被覆樹脂組
成物を、塗布溶媒としての２－エトキシエタノールに５０ｗｔ％の濃度で溶解し、それを
スピンコートによりインク流路パターン３上に塗布した。その塗布は、被覆樹脂層４が１
２μｍとなるように、スピン回転数を調整しながら行う。その後、９０℃の温度で３分間
ベークして、塗布溶媒の乾燥を行った。
【００６８】
【表４】
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【００６９】
次に、図４（ａ）および（ｂ）のように吐出口５を形成する。本例の場合、被覆樹脂層４
は、光カチオン重合開始剤を含み、ネガ型の感光特性が付与されているため、フォトリソ
グラフィーによって吐出口５を形成する。すなわち、キャノン製マスクアライナーＭＰＡ
６００を用い、マスクを介してパターン露光（露光時間６０秒）を行い、次いで９０℃の
温度で３分間加熱処理を行った後に、現像処置を施して吐出口５を形成した。吐出口５の
径は、φ１５μｍに形成した。
【００７０】
次に、シリコン基板１の裏面から、マスクを介して、シリコンの異方性エッチングを行い
、図５（ａ）および（ｂ）のようなインク供給口６を形成した。次に、現工程において残
存しているインク流路パターンを全面露光により分解した後、図６（ａ）および（ｂ）の
ように、それを乳酸メチルによって除去した。その後、被覆樹脂層４を完全に硬化させる
ために、２００℃の温度で１時間の加熱処理をした。
【００７１】
このようにしてノズル構造を成した後、干渉膜厚計（Zygo new view 200）を用いて、電
気熱変換素子２と吐出口５の形成面との間のＯＨ距離を測定した。そのＯＨ距離の測定個
所は、１つの基板（１チップ）１内の１０ノズルを１０個の基板分（１０チップ分）、つ
まり計１００ノズル分とした。その１００ノズル分のＯＨ距離の平均は、２５．０μｍ（
バラツキは、σ＝０．３μｍ）であった。
【００７２】
さらに、このようなノズル構造に対して、電気的接続およびインクタンク供給部材を配置
して記録ヘッドを構成して、その記録ヘッドからインク滴を吐出した。そして、１つの記
録ヘッド当たり１ノズルからのインク滴の吐出量を１０個の記録ヘッド分測定した結果、
インク滴の吐出量の平均値は５．０ピコリットル、バラツキは±０．２ピコリットルであ
った。このように１ノズル当たりのインク吐出量が５ピコリットルの微小量であるにも拘
わらず、そのバラツキをきわめて小さい範囲に抑えることができた。
【００７３】
以上の実施例１，２において、前述した本発明の第１の実施形態と同様に、被覆樹脂層４
の塗布終了後に減圧下に保持することにより、薄膜状のゴミの出現率を抑えて、記録ヘッ
ドの製造上の歩留まりを向上させることもできる。これらの組合せの相乗効果により、記
録ヘッドの信頼性を大幅に向上させることができる。
【００７４】
（インクジェット記録ヘッド全体の構成例）
図９は、本発明のインクジェット記録ヘッドの全体的な構成例を説明するための斜視図で
ある。
【００７５】
図９において、２は、前述した第１、第２の実施形態におけるノズル構造を成す素子基板
であり、２列に配列された複数の吐出口４が千鳥状に設けられている。素子基板２は、Ｌ
字状に加工された支持部材１０２の一部に接着固定されている。この支持部材１０２上に
固定された配線基板１０４の配線部分と、素子基板２における配線部分は、ボンディング
により電気的に接続されている。支持部材１０２は、コストおよび加工性等の観点から、



(12) JP 4164321 B2 2008.10.15

10

20

30

40

50

アルミニウム材によって形成される。モールド部材１０３は、その内部に支持部材１０２
の一部を挿入して、その支持部材１０２を支持すると共に、その内部に形成されたインク
供給路を介して、インク貯留部から、前述したインク供給口６にインクを供給するための
部材である。また、モールド部材１０３は、本例の記録ヘッド全体をインクジェット記録
装置に着脱自在に固定するための装着、位置決め部材としての役割を果たす。
【００７６】
（インクジェット記録装置の構成例）
図１０は、本発明のインクジェット記録ヘッドを使用可能なシリアルタイプのインクジェ
ット記録装置の概略斜視図である。
【００７７】
図１０において、２００は、上述した本発明のインクジェット記録ヘッドが着脱自在に装
着されるキャリッジである。本例の場合、記録ヘッドは、インク色の種類に応じて４種類
装着され、イエローインクのタンク２０１Ｙ、マゼンタインクのタンク２０１Ｍ、シアン
インクのタンク２０１Ｃ、ブラックインクのタンク２０１Ｂと共に、キャリッジ２００上
に搭載される。
【００７８】
キャリッジ２００は、ガイドシャフト２０２に支持され、モータ２０３により順方向また
は逆方向に駆動される無端ベルト２０４により、ガイドシャフト２０２に沿って矢印Ａ方
向（主走査方向）に往復移動される。無端ベルト２０４は、プーリ２０５，２０６間に架
け渡されている。
【００７９】
被記録媒体としての記録紙Ｐは、矢印Ａ方向と直交する矢印Ｂ方向（副走査方向）に間欠
的に搬送される。記録紙Ｐは、上流側の一対のローラユニット２０７，２０８と、下流側
の一対のローラユニット２０９，２１０とによって挟持され、かつ一定の張力が印加され
て、記録ヘッドに対する平面性を確保しながら搬送される。各ローラユニットに対する駆
動力は、駆動部２１１から付与される。また、各ローラユニットは、モータ２０３によっ
て駆動する構成としてもよい。
【００８０】
キャリッジ２００は、記録開始または記録動作中に、必要に応じてホームポジッションに
停止する。このポジッションには、各記録ヘッドの吐出口面をキャップするキャップ部材
２１２が設けられている。キャップ部材２１２には、吐出口面に開口する吐出口から画像
の記録に寄与しないインクを強制的に吸引して、吐出口内の目詰まりを防止するための吸
引回復手段が接続されている。
【００８１】
（その他）
なお、本発明は、特にインクジェット記録方式の中でも、インク吐出を行わせるために利
用されるエネルギとして熱エネルギを発生する手段（例えば電気熱変換体やレーザ光等）
を備え、前記熱エネルギによりインクの状態変化を生起させる方式の記録ヘッド、記録装
置において優れた効果をもたらすものである。かかる方式によれば記録の高密度化，高精
細化が達成できるからである。
【００８２】
その代表的な構成や原理については、例えば、米国特許第４７２３１２９号明細書，同第
４７４０７９６号明細書に開示されている基本的な原理を用いて行うものが好ましい。こ
の方式は所謂オンデマンド型，コンティニュアス型のいずれにも適用可能であるが、特に
、オンデマンド型の場合には、液体（インク）が保持されているシートや液路に対応して
配置されている電気熱変換体に、記録情報に対応していて核沸騰を越える急速な温度上昇
を与える少なくとも１つの駆動信号を印加することによって、電気熱変換体に熱エネルギ
を発生せしめ、記録ヘッドの熱作用面に膜沸騰を生じさせて、結果的にこの駆動信号に一
対一で対応した液体（インク）内の気泡を形成できるので有効である。この気泡の成長，
収縮により吐出用開口を介して液体（インク）を吐出させて、少なくとも１つの滴を形成
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する。この駆動信号をパルス形状とすると、即時適切に気泡の成長収縮が行われるので、
特に応答性に優れた液体（インク）の吐出が達成でき、より好ましい。このパルス形状の
駆動信号としては、米国特許第４４６３３５９号明細書，同第４３４５２６２号明細書に
記載されているようなものが適している。なお、上記熱作用面の温度上昇率に関する発明
の米国特許第４３１３１２４号明細書に記載されている条件を採用すると、さらに優れた
記録を行うことができる。
【００８３】
記録ヘッドの構成としては、上述の各明細書に開示されているような吐出口，液路，電気
熱変換体の組合せ構成（直線状液流路または直角液流路）の他に熱作用部が屈曲する領域
に配置されている構成を開示する米国特許第４５５８３３３号明細書，米国特許第４４５
９６００号明細書を用いた構成も本発明に含まれるものである。加えて、複数の電気熱変
換体に対して、共通するスリットを電気熱変換体の吐出部とする構成を開示する特開昭５
９－１２３６７０号公報や熱エネルギの圧力波を吸収する開孔を吐出部に対応させる構成
を開示する特開昭５９－１３８４６１号公報に基いた構成としても本発明の効果は有効で
ある。すなわち、記録ヘッドの形態がどのようなものであっても、本発明によれば記録を
確実に効率よく行うことができるようになるからである。
【００８４】
さらに、記録装置が記録できる記録媒体の最大幅に対応した長さを有するフルラインタイ
プの記録ヘッドに対しても本発明は有効に適用できる。そのような記録ヘッドとしては、
複数記録ヘッドの組合せによってその長さを満たす構成や、一体的に形成された１個の記
録ヘッドとしての構成のいずれでもよい。
【００８５】
加えて、上例のようなシリアルタイプのものでも、装置本体に固定された記録ヘッド、あ
るいは装置本体に装着されることで装置本体との電気的な接続や装置本体からのインクの
供給が可能になる交換自在のチップタイプの記録ヘッド、あるいは記録ヘッド自体に一体
的にインクタンクが設けられたカートリッジタイプの記録ヘッドを用いた場合にも本発明
は有効である。
【００８６】
また、本発明の記録装置の構成として、記録ヘッドの吐出回復手段、予備的な補助手段等
を付加することは本発明の効果を一層安定できるので、好ましいものである。これらを具
体的に挙げれば、記録ヘッドに対してのキャッピング手段、クリーニング手段、加圧或は
吸引手段、電気熱変換体或はこれとは別の加熱素子或はこれらの組み合わせを用いて加熱
を行う予備加熱手段、記録とは別の吐出を行なう予備吐出手段を挙げることができる。
【００８７】
また、搭載される記録ヘッドの種類ないし個数についても、例えば単色のインクに対応し
て１個のみが設けられたものの他、記録色や濃度を異にする複数のインクに対応して複数
個数設けられるものであってもよい。すなわち、例えば記録装置の記録モードとしては黒
色等の主流色のみの記録モードだけではなく、記録ヘッドを一体的に構成するか複数個の
組み合わせによるかいずれでもよいが、異なる色の複色カラー、または混色によるフルカ
ラーの各記録モードの少なくとも一つを備えた装置にも本発明は極めて有効である。
【００８８】
さらに加えて、以上説明した本発明実施例においては、インクを液体として説明している
が、室温やそれ以下で固化するインクであって、室温で軟化もしくは液化するものを用い
てもよく、あるいはインクジェット方式ではインク自体を３０℃以上７０℃以下の範囲内
で温度調整を行ってインクの粘性を安定吐出範囲にあるように温度制御するものが一般的
であるから、使用記録信号付与時にインクが液状をなすものを用いてもよい。加えて、熱
エネルギによる昇温を、インクの固形状態から液体状態への状態変化のエネルギとして使
用せしめることで積極的に防止するため、またはインクの蒸発を防止するため、放置状態
で固化し加熱によって液化するインクを用いてもよい。いずれにしても熱エネルギの記録
信号に応じた付与によってインクが液化し、液状インクが吐出されるものや、記録媒体に



(14) JP 4164321 B2 2008.10.15

10

20

30

40

50

到達する時点ではすでに固化し始めるもの等のような、熱エネルギの付与によって初めて
液化する性質のインクを使用する場合も本発明は適用可能である。このような場合のイン
クは、特開昭５４－５６８４７号公報あるいは特開昭６０－７１２６０号公報に記載され
るような、多孔質シート凹部または貫通孔に液状又は固形物として保持された状態で、電
気熱変換体に対して対向するような形態としてもよい。本発明においては、上述した各イ
ンクに対して最も有効なものは、上述した膜沸騰方式を実行するものである。
【００８９】
さらに加えて、本発明インクジェット記録装置の形態としては、コンピュータ等の情報処
理機器の画像出力端末として用いられるものの他、リーダ等と組合せた複写装置、さらに
は送受信機能を有するファクシミリ装置の形態を採るもの等であってもよい。
【００９０】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明は、溶解可能な樹脂によって形成された基体上のインク流路
パターンの上に、インク流路壁となる被覆樹脂層を形成するソルベントコート後に、その
被覆樹脂層を減圧状態に保持することによって、その被覆樹脂層を形成する被覆樹脂の溶
媒の除去を促進し、インク流路パターンと被覆樹脂層との間に、記録ヘッドの最終製造工
程においてゴミとなる相溶層が発生することを回避して、インクジェット記録ヘッドの製
造上の歩留まりを向上させることができる。
【００９１】
さらに、被覆樹脂層を形成する被覆樹脂の溶媒として、２－エトキシエタノールを含む溶
媒を用いることにより、被覆樹脂層の表面の平坦度を向上させて、インク吐出量のバラツ
キをきわめて小さい範囲に抑えることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の記録ヘッドを構成する基板の斜視図である。
【図２】（ａ）は、本発明の記録ヘッドのインク流路パターン形成段階における図１のＡ
―Ａ′線に沿う断面図、（ｂ）は、そのインク流路パターンの形成段階における図１のＢ
－Ｂ′線に沿う断面図である。
【図３】（ａ）は、本発明の記録ヘッドの被覆樹脂層形成段階における図１のＡ―Ａ′線
に沿う断面図、（ｂ）は、その被覆樹脂層形成段階における図１のＢ－Ｂ′線に沿う断面
図である。
【図４】（ａ）は、本発明の記録ヘッドの吐出口形成段階における図１のＡ―Ａ′線に沿
う断面図、（ｂ）は、その吐出口形成段階における図１のＢ－Ｂ′線に沿う断面図である
。
【図５】（ａ）は、本発明の記録ヘッドのインク供給口形成段階における図１のＡ―Ａ′
線に沿う断面図、（ｂ）は、そのインク供給口形成段階における図１のＢ－Ｂ′線に沿う
断面図である。
【図６】（ａ）は、本発明の記録ヘッドの被覆樹脂層溶解段階における図１のＡ―Ａ′線
に沿う断面図、（ｂ）は、その被覆樹脂層溶解段階における図１のＢ－Ｂ′線に沿う断面
図である。
【図７】本発明の記録ヘッドの第２の実施形態における実施例１の要部の拡大断面図であ
る。
【図８】本発明の記録ヘッドの第２の実施形態における実施例２の要部の拡大断面図であ
る。
【図９】本発明の記録ヘッド全体の構成例を説明するための斜視図である。
【図１０】本発明の記録ヘッドを使用可能な記録装置の要部の斜視図である。
【符号の説明】
１　基板（基体）
２　電気熱変換素子
３　インク流路パターン
４　被覆樹脂層
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５　吐出口
６　インク供給口
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